
「（仮称）太白ＣＣ太陽光発電事業に係る計画段階環境配慮書」 

に対する環境大臣意見 

 

本事業は、株式会社ブルーキャピタルマネジメントが、宮城県仙台市において、

総出力48,000kWの太陽電池発電所を設置するとともに蓄電池を導入して災害時

の非常用電源として活用するものであり、地域と共生した再生可能エネルギー

の導入・普及や地球温暖化対策に資するものである。また、本事業は、ゴルフ場

跡地を主な事業用地とすることが予定されている。 

一方、大規模な太陽電池発電設備等の設置が計画されていることから、太陽電

池発電設備等について廃棄物の発生抑制に努めるとともに、可能な限りリサイ

クルするなど適正な処理を行うことが必要である。 

今後、本事業の実施に当たっては、以下の措置を適切に講ずるとともに、その

旨を方法書以降の図書に適切に記載すること。 

 

１．総論 

（１）対象事業実施区域等の設定 

対象事業実施区域の設定並びに太陽電池発電設備及び取付道路等の附帯設

備（以下「太陽電池発電設備等」という。）の構造・配置又は位置・規模の検

討に当たっては、計画段階配慮事項に係る環境影響の程度を整理し、反映させ

ること。 

 

（２）環境保全措置の検討 

環境保全措置の検討に当たっては、環境影響の回避・低減を優先的に検討し、

代償措置を優先的に検討することがないようにすること。 

 

２．各論 

（１）土地の安定性に対する影響 

 本事業の工事計画において、一部の土地の改変が予定されていることから、

地盤の性状や工法によっては土地の安定性に対する影響が懸念される。このた

め、本事業の工事計画の検討に当たっては、土地の安定性が確保される勾配の

決定や工法の選択、排水溝や地下排水施設の設置等の適切な環境保全措置を講

ずることにより、土地の安定性に対する影響を回避又は極力低減すること。 

  

（２）廃棄物等について 

本事業は、大規模な太陽電池発電設備等の設置が計画されている。このため、

太陽電池発電設備の処分等に当たっては、廃棄物の処理及び清掃に関する法律

（昭和 45 年法律第 137 号）等の関係法令や「太陽光発電設備のリサイクル等

の推進に向けたガイドライン（第二版）（平成 30 年 環境省）」等を確認し、

別紙 



太陽電池発電設備中の有害物質の含有状況を把握した上で、適切な保守点検及

び維持管理や可能な限りリユースを行うことにより廃棄物の発生抑制に努め

るとともに、やむを得ず、廃棄物となるものについては可能な限りリサイクル

するなど、適正な処理を行う計画とすること。 

 


